
 

 

 
川崎市初︕モビリティハブ 

「KAWASAKI のるーと HUB」の実証実験を開始します︕ 
〜多様なモビリティを導入し、移動の選択肢を拡充〜 

 
 

 川崎市では、地域交通の維持に向けて、路線バスを基軸としながら、乗換拠点を中心に
多様なモビリティサービスが利用でき、地域の賑

に ぎ

わいの創出や移動の目的地ともなり得る
モビリティハブの形成に向けた取組を進めています。 
 この度、令和７年１０月１日から令和８年２月２８日まで、川崎区の川崎市計量検査所
跡地を暫定的に活用し、川崎市初の取組として、モビリティハブ「KAWASAKI のるーと
HUB」の実証実験を、川崎市と一般社団法人 Park Line 推進協議会との協業により開始し
ます。 
 本実験では、同日から実証実験を再開する、AI を活用してリアルタイムで最適な配車
を行うデマンド交通「のるーと KAWASAKI」や、シェアサイクル、電動キックボードな
どの多様なモビリティサービスを一体的に活用できる環境を整備することで、地域交通の
利便性と回遊性の向上を図るとともに、市民が気軽に立ち寄り、憩うことができる身近な
生活拠点の形成や、賑

に ぎ

わい創出に資する取組を進めてまいります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、１０月１３日にはオープニングイベントを予定しており、その他、実証期間中は、
モビリティの試乗体験やマルシェなど、様々なミニイベントなども実施する予定です。 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 ９ 月 ２ ４ 日 
報 道 発 表 資 料 
川崎市（まちづくり局） 

イメージパース めざす将来像とモビリティハブ※１ 



   

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 今後の予定 

本実証実験の結果等を踏まえて、今後、市内各地でモビリティハブの実証実験を進めてま
いります。 

１ 実証実験の概要 
・実 施 主 体  川崎市 
・運営(受託者)  一般社団法人 Park Line 推進協議会※２ 

（本社︓東京都千代田区神田錦町 3 丁目 22 番地） 
・名 称  KAWASAKI のるーと HUB 
・場 所  川崎市計量検査所跡地 

（川崎区藤崎３丁目１番１０号） 
・実 施 期 間  令和７年１０月１日（水）から 

令和８年２月２８日（土）まで 
・実 施 内 容   

①オンデマンド交通「のるーと KAWASAKI」との連携 
施設前面に停留所を設置し、乗換などの交通利便性を向上 
（利用には専用アプリ、LINE、電話等による事前予約が必要です。） 

②シェアモビリティポートの設置 
複数事業者のシェアサイクル及び電動キックボードを設置し、移動の選択肢を 

拡充 
③歩行領域モビリティの試乗体験会 

「移動そのものを楽しむ」新たなモビリティなどを体験できる機会を提供 
④生活利便性向上機能の検証 

みどりの配置や Free Wi-Fi 等を整備して快適な滞留空間を創出。地域団体等と  
   連携し、イベントの実施などにより、賑わい創出と憩い空間を形成 

⑤地域公共交通に係る情報発信 
施設内にて、近接する路線バスのバス運行情報をリアルタイムで提供 

藤崎こども 
文化センター 

藤崎小学校 

川中島 
中学校  

 

臨港バス「藤崎二丁目」 
停留所から徒歩１分 

KAWASAKI のるーと HUB 
(川崎区藤崎３丁目１番１０号) 

案内図 

「KAWASAKI のるーと HUB」で利用可能な多様なモビリティ 
 

・オンデマンドバス 
のるーと KAWASAKI（提供︓川崎鶴見臨港バス株式会社） 

 
・シェアサイクル 
HELLO CYCLING（提供︓OpenStreet 株式会社） 
川崎バイクシェア（提供︓株式会社ドコモ・バイクシェア） 

 
・電動キックボード 
SEA-Board（提供︓株式会社サンオータス） 



   

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問合せ先 
川崎市まちづくり局交通政策室 原 
電話 ０４４－２００－０１４７ 

※１ モビリティハブとは 
路線バスの減便などにより交通環境が変化する中、市民の移動を支えるためには、バス

と多様なモビリティの連携が不可欠です。 
モビリティハブは、乗換拠点に加え、賑わいや憩いの空間を備えた身近な生活拠点とし

ての機能を持つ新しい交通拠点です。 
川崎市では、モビリティハブを市内各地に展開することで、子どもから高齢者まで、誰

もが移動しやすいと感じられるまちづくりを進めていきます。 

※２ 一般社団法人 Park Line 推進協議会 
将来の公共インフラのあり方、公共空間の新たな活用方策、及び民間マネジメントによ

る公共空間の質的転換など、「公共空間マネジメント」の観点から、社会課題、地域課題
解決に資する中間支援組織として、令和 6 年 12 月に設立された一般社団法人です。 
 
会員企業 

大成建設株式会社（代表法人）、パシフィックコンサルタンツ株式会社（代表法人）、 
株式会社 JTB、株式会社みずほ銀行、大和リース株式会社、 
株式会社 NTT アーバンソリューションズ総合研究所、NTT 東日本株式会社、 
株式会社ドコモ・バイクシェア、株式会社博報堂、日本郵政不動産株式会社 

に ぎ


